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６．審議事項 

（岡委員長）それでは、時間になりましたので、第３９回原子力委員会を開催いたします。 

  本日の議題は、「使用済燃料対策に関するアクションプラン」について、２つ目が原子力

利用の「基本的考え方」について、３つ目が国際原子力エネルギー協力フレームワーク

（ＩＦＮＥＣ）第６回執行委員会会合結果について、４つ目がその他です。 

  本日の会議は１６時までを目途に進行させていただきます。 

  それでは、議題１について、事務局から御説明をお願いします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。 

  議題１でございます。「使用済燃料対策に関するアクションプラン」について、経済産業

省資源エネルギー庁、小澤原子力立地・核燃料サイクル産業課長に本日お越しいただいて

おります。できますれば１５分程度で御説明を頂きたく、よろしくお願い申し上げます。 

（小澤課長）資源エネルギー庁の小澤典明と申します。本日は説明をさせていただける貴重な

お時間を頂きまして、ありがとうございます。 

  資料はお手元に２つ用意してございます。「使用済燃料対策に関するアクションプラン」

についてということで、資料１－１が「使用済燃料対策について」という説明資料。それ

から、資料１－２が、実際に取りまとめを行った「使用済燃料対策に関するアクションプ

ラン」の本体でございます。 

  本日は資料１－１、「使用済燃料対策について」という資料を使いまして説明をさせてい

ただきます。 

  まず、ページを開いていただきまして、１ページ目をごらんください。使用済燃料対策、

これはもちろん重要な課題でございまして、現在、原子力発電所につきましては全国１５

原発２５基について、原子力規制委員会に対して新規制基準の適合性申請というものが行

われておりまして、その安全に係る確認ということが進められております。 

  もちろん、これが進んで安全が確認された場合には、再稼働ということが具体的に進めら

れます。その際、もちろん原子力発電所の稼働に伴いまして、使用済燃料というものは発

生するわけでございまして、やはり原子力発電所の稼働に伴うこの対策については、政府

としてもしっかり取り組んでいこうということで、実際にアクションプランというものを

まとめさせていただいて、現在取り組もうということでございます。 

  その基礎となる根っこの考え方が、１ページ目、まずエネルギー基本計画、これは昨年の

４月に閣議決定したものでございますが、まず、原子力発電についてどのように利用して
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いくかということでございますが、いかなる事情よりも安全性を全てに優先させ、原子力

規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基準に適合すると認められた場合には、そ

の判断を尊重し原子力発電所の再稼働を進めるということでございまして、この方針を閣

議決定し、政府として原子力規制委員会の判断を尊重して再稼働を進めるという方針を決

定しているということでございます。 

  ２ページ目をごらんください。２ページ目は、実際の今の日本の原子力発電所の状況でご

ざいます。上に箱書きがございまして、まず、４月末に高経年炉、廃炉にした５基という

ものがございます。廃炉決定を事業者の方でいたしました敦賀１号機、美浜１号機・２号

機、島根１号機、玄海１号機、これが運転を終了したということでございます。これら５

基に加えまして、それ以前にも東海発電所、それから浜岡原子力発電所１号機・２号機、

それから福島第一原子力発電所の６基、これが廃炉ということになっておりますので、現

在、商業用原子力発電所という意味では４３基が残っている状況でございます。 

  そのうち、一番左下にございますけれども、九州電力の川内原子力発電所の１号機・２号

機、これにつきましては、今年の８月に１号機が、それから１０月に２号機が起動をし、

今１号機は営業運転を開始しておりますし、２号機については、今、フル出力で運転、使

用前検査の最終段階に入っているということでございます。 

  現在、１５原発２５基について申請がなされている状況で、原子力規制委員会による審査

が進んでいる状況でございます。 

  今後、こういった審査が順調に進めば、稼働していくという原子力発電所が順次出てくる

わけでございますが、それに伴う使用済燃料対策というものを決して忘れてはいけないと

いうように思っております。 

  使用済燃料につきましては、次の３ページ目でございますが、我々の基本的な考え方は、

使用済燃料につきましては、それを再処理して、回収されるプルトニウム等を有効利用す

る、核燃料サイクルというものを国の基本的方針としております。 

  下に少し長めに書いてあるものが、エネルギー基本計画の関連部分の抜粋でございます。

真ん中あたりに「核燃料サイクルについては」というものがございますけれども、高レベ

ル放射性廃棄物の減容化・有害度の低減、それから資源の有効利用等に資する核燃料サイ

クルについて、これまでの経緯等も十分に考慮し、引き続き関係自治体や国際社会の理解

を得つつ取り組むこととし、再処理やプルサーマル等を推進する、ということにしており

ます。 
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  一番下の方でございますけれども、こういった核燃料サイクルに関する諸課題、これは使

用済燃料対策も含めてでございますが、やはり中長期的な対応を必要といたしますので、

様々な要素を勘案しながら、対応に柔軟性を持たせながら進めていくということも重要な

視点ということを記載しております。 

  ４ページ目でございます。これは核燃料サイクルの概念図でございますが、左側の図の、

これは軽水炉サイクルでございますが、原子力発電所のところで実際に発電をし、使用済

燃料が発生したもので、これについては現在、原子力規制委員会によって安全審査が行わ

れております再処理工場、これによって再処理をし、ＭＯＸ燃料を加工しまして、もう一

度利用するという核燃料サイクルでございますが、この際に、最終的に高レベル放射性廃

棄物としてガラス固化体になったものにつきましては最終処分として地層処分をしていく

ということで、その方針のもと、今現在、その科学的有望地の選定等々のプロセスを国と

しても進めているというところでございます。 

  ５ページをごらんください。こういった中で、使用済燃料対策については、エネルギー基

本計画の中ではどのように位置づけているかというものでございますが、これについては

使用済燃料の貯蔵能力の拡大ということで、そういう方針を決めて取り組んでおります。 

  これは最終処分に向けた取組というものも国としても並行して解決へ向けて取り組んでい

るわけでございますけれども、そのプロセスにはやはり長期間を要しますし、その間も使

用済燃料を安全に管理する必要がございます。したがいまして、その対応の柔軟性を高め

ながら進めていくということから、使用済燃料の貯蔵能力の拡大をしっかりと進めていこ

うということでございます。 

  具体的には、発電所の敷地内外を問わず、新たな地点の可能性を幅広く検討しながら、中

間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を促進するとともに、そのための政府の取組を

強化するということを閣議決定して取り組んでおります。ちなみに、今年の５月に、最終

処分に関する基本方針というものも閣議決定をさせていただきました。その中においても、

同様の方針を明記して取り組むということにしております。 

  ６ページをごらんください。実際の今の各原子力発電所における使用済燃料の貯蔵の状況

でございます。右から３番目の箱、ここに各サイトの管理容量が載ってございます。全体

として見ますと約２万１，０００トン分の容量がございます。その左側の箱でございます

けれども、ここには使用済燃料の現在の貯蔵量が載っております。全体を合計しますと約

１万５，０００トンということになっております。総体として見るとそれなりの余裕とい
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うものがまだあるわけでございますが、個別に見ますと、例えば一番右側の赤で書いてい

るところは、ある一定の条件のもとで管理容量を超過するまでの期間がどのくらいまだ余

裕があるかということを示しておりますが、例えば柏崎刈羽原子力発電所においては約３．

１年、浜岡原子力発電所は約２．３年、それから敦賀、玄海発電所、このあたりも３年強

ぐらいでございまして、全体として見れば余裕がありますが、貯蔵量に余裕のないサイト

というものがございまして、こういったところにつきましては、できる限り早く貯蔵対策

の充実・強化というものが求められるというものでございます。 

  ７ページをごらんください。こうした状況や閣議決定の方針、そういったものを踏まえま

して、１０月６日の最終処分関係閣僚会議、これは官房長官をヘッドといたしまして、経

済産業大臣、それから原子力委員長にも御参画を頂きまして、その場で「使用済燃料対策

に関するアクションプラン」というものを作成させていただきました。資料１－２が実際

のそれの本体でございます。 

  ８ページをごらんください。それの概要でございますけれども、１ポツ、２ポツ、３ポツ

とございます。基本的考え方、具体的な取組、それから今後の取組というように整理をし

ておりますが、基本的考え方につきましては、これまでの閣議決定の方針を踏まえまして、

政府がこれまで以上に積極的に関与しつつ、貯蔵能力の拡大に向けた取組の強化を官民が

協力して推進するということ、これを基本的考え方にしております。 

  その上で具体的には、まず、政府と事業者による協議会の設置。これは政府の方も積極的

に関与するという意味で、事業者の取組をしっかりと支援し、自分たちとしても国民の皆

様に対して積極的な理解活動を進めようということで、そういった中身につきまして事業

者の皆様と協議会を設置して議論をしていこうということでございます。これは経済産業

省、経済産業大臣を中心に、電気事業者の皆様と協議会を設置することにしておりまして、

近々、設置をする予定でございます。 

  それにあわせまして、（２）でございますが、事業者に対する「使用済燃料対策推進計画」

の策定の要請ということに取り組んでおります。これは政府から事業者に対して、使用済

燃料の貯蔵に係る目標の設定、時期等も含めまして、そういった目標の設定を含めて、事

業者の取組を具体化した「使用済燃料対策推進計画」の策定を要請するということでござ

います。これにつきましては、１０月６日同日に、経済産業省の方から電気事業連合会に

対しまして、その策定の要請ということを既に行って、現在、電気事業連合会の方でその

計画を事業者の皆様と協力して検討してもらっているという状況でございます。 
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  この計画につきましては、もちろん、まとまりましたら速やかに電気事業連合会の方から

公表していただくということを予定しておりますし、その内容につきまして協議会に報告

をしてもらおうというように考えているものでございます。 

  計画をつくってもらう趣旨は、やはり今後の使用済燃料の貯蔵あるいはそれにかかわる対

策について、非常にその透明性を持って、具体的かつ中長期的に計画的な推進をしてもら

いたいということがございますので、事業者にそういった計画をつくってもらうというこ

とにさせていただきました。 

  それから、（３）でございますけれども、地域における使用済燃料対策の強化ということ

で、これは実際には使用済燃料をそれぞれの地域において保管・貯蔵されるということで

ございますので、それぞれの地域に対する、交付金制度がございます。それにつきまして

も、電源立地地域対策交付金制度の見直しを図りまして、より貯蔵に対してインセンティ

ブが出るような形での見直しというものを図ろうということで取り組んでおります。 

  特に具体的なものとして、乾式貯蔵に係る施設であれば、国内でも東海第二原子力発電所、

あるいは福島第一に既に運用されているものがございますし、青森県のむつ市には中間貯

蔵施設ということで、現在その安全審査を受けているものがございますけれども、こうい

った乾式の貯蔵施設につきましては、やはり維持管理の容易さ、それから施設設置場所の

柔軟性、それから輸送の利便性、そういった観点に優れていることから、こういったもの

について重点的な支援を図っていこうということで、現在財政当局とも調整中でございま

す。 

  それから、もちろん、こういった問題についての理解の増進ということが非常に大事でご

ざいますので、政府及び事業者双方に、各地域あるいは国民各層の理解を求めるような活

動を継続して、更に積極的に行うということにしております。 

  また、この関連で、六ヶ所再処理工場、むつ中間貯蔵施設など、核燃料サイクルに係る取

組、これらの施設の中ではもちろん使用済燃料を一時的に保管できる状況ができますので、

これらが新規制基準に適合すると認められて、地元の理解を得ながらその竣工（しゅんこ

う）ができた場合には、そういった施設を活用した使用済燃料対策をしっかり推進してい

くということにしております。 

  もちろん、こうしたアクションプランの中身につきましては、最終処分関係閣僚会議で取

りまとめを頂きましたので、適切にフォローアップを行い、しっかりと目に見える形で対

策の推進を強化していく、ということにしております。 



－6－ 

  以上でございます。 

  本体の方は、今で大体の概要を説明させていただきまして、もし、ごらんいただきまして

質問があればお聞きいただければと思います。 

  以上でございます。ありがとうございました。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、質疑応答を行いたいと思います。阿部委員からお願いします。 

（阿部委員）ありがとうございます。いろんな初歩的なことも含めて質問させていただきます。 

  最初の、この２ページに、全国にある原発の表がありまして、この赤のバツは廃炉を決め

たものということで、私はたしか福島事故が起こるときには原発は５４基あったと記憶し

ていますが、これを数えると、その後廃炉を決めたのは５基で、これは要するに左側のあ

る５基ですね。だから、この中部電力の２基と日本原燃の１基は、それ以前に廃炉を決め

ていたのですね。ということで、それで残りは４３だと。それで第一は全部バツ印で、こ

れで４３と、こういうことですね。 

（小澤課長）おっしゃるとおりです。 

（阿部委員）この引用された核燃料サイクルの基本的考え方の中で、最後の方に「対応の柔軟

性を持たせることが重要である」という表現がありますね。これはどういう柔軟性なので

すか。 

（小澤課長）御質問ありがとうございます。これはまさに、対応の柔軟性というのは、やはり

その核燃料サイクル自身が、時間が非常にかかるものでございますので、その間に様々な

不確実性が生じますので、まさにその典型的な例として、使用済燃料を一時的に保管する

ということがどうしても大事になってきますので、例えばそういった対策を強化するとい

うものが対応の柔軟性の、一つの大きな例でございます。 

（阿部委員）ただし、サイクルを維持するというのは、柔軟性の中には入っていないんですね。 

（小澤課長）はい。基本的な方針は、その核燃料サイクルを推進するということが方針になっ

ておりますので、そこが変わることはございません。 

（阿部委員）５ページにまた「柔軟性」が出てきますが、その前にある「管理する選択肢を広

げる」ということも、飽くまで再処理するまでの他の方法の選択肢を広げると、こういう

ことですね。 

（小澤課長）おっしゃるとおりでございます。 

（阿部委員）次に、黄色で色づけしてアンダーラインをしているところで、貯蔵能力の拡大を
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進めると。具体的に発電所の敷地内外を問わずと。ここでちょっと質問なのですけれども、

聞くところによると、原発の立地自治体との間でいわゆる地元協定がいろいろあって、そ

の中には使用済燃料は敷地の中に置かないと、あるいは持ち出しますという約束が入って

いる協定もあるやに聞いておりますけれども、ざっと言ってその、どのぐらいなのでしょ

うかね。大半がそうだとか、あるいは半分ぐらいがそうだとか。そうではない、それがも

しあるところは、なかなか敷地内というのは難しいですよね。 

（小澤課長）これは、今、阿部委員がおっしゃったのは、電気事業者と立地自治体の間で結ん

でいる安全協定というものだと思います。それについては、基本的には各立地自治体がそ

れぞれの地域の電力会社と結んでいるものがございます。基本的な安全協定というのは、

いろいろな通報連絡とか、重要な原子力施設の増強とか、新設とか、そういったような場

合に協議をして理解を得るということが書いてございますが、私の記憶ですと、具体的に

例えば使用済燃料をいつまでに持ち出してくれとか、持ち出せということまで書いてある

ものは余りなかったというように記憶しております。 

  ただし、立地自治体の中には、できる限り使用済燃料については速やかに県外へ持ってい

ってほしいという、そういったお気持ち、心情を持っているところはやはりございますの

で、そういったところとの関係においては、事業者ができる限り早く何とか県外に持って

いこうと。基本的には六ヶ所再処理工場が竣工（しゅんこう）して再処理ができるのであ

れば、そちらに持っていって再処理を行って、処理、処分をしていこうということを基本

に考えているかと思います。具体的な記述として、とにかく搬出をしてほしいとか、いつ

までにという記載は余りないかと思います。 

  一方で、例えば今、話として進んでいますのは、中部電力の浜岡原子力発電所では乾式貯

蔵施設を新しくサイト内に設置しましょうということで、これはもう具体的に原子力規制

委員会の方にも申請が出ております。これはサイト内でも乾式貯蔵施設を更に新しく設け

ようというものでございますので、やはり立地自治体の中でもそういったものは積極的に

受け入れて対応しようというところも、もちろん一方ではございます。 

（阿部委員）次に若干技術的な質問ですけれども、何となく世情はこの乾式は安全であると、

湿式は水がなくなり冷却ができなくなると危険であると、こういうあれだけれども、話は

そう簡単ではなくて、使用済燃料をすぐ乾式に移せるわけじゃなくて、かなりプールで冷

やさないといけませんよね。あれは何年ぐらい冷やすんですかね。 

（小澤課長）おおむね４年から５年はプールで冷やして、その後に空冷の乾式貯蔵施設に移す
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場合には移すというのが通常かというように思います。 

（阿部委員）ということは、現状はそういうときに必要なプールにおける冷却を過ぎたものも、

かなり今まだプールに残っていると、こういうことですかね。 

（小澤課長）それは、おっしゃるとおりです。 

（阿部委員）８ページの１行目ですけれど、「使用済燃料対策に関する基本的考え方」、「政

府がこれまで以上に積極的に関与しつつ」というのは、「関与」というのは資金的にも支

援するということも入るんでしょうかね。たしか一部、ここは今回の中でも交付金を提供

するとかあるからあれですけれども。生の税金まで使うことまで、ここに入っているので

しょうか。 

（小澤課長）ここに「政府がこれまで以上に積極的に関与する」とあるのは、我々の考えとし

ては、使用済燃料はやはり事業として発電を行った結果として出てきたものでございます

ので、基本的には事業者がしっかりと対応して負担をして処理するものということが基本

だと思っています。 

  ただし、これはどこかに、いずれにしても一時的にせよ置かなければいけませんので、そ

うなると置く場所がどこかの自治体であったりもちろんするわけでございますので、そう

いったところに対しては、やはりその電源地域ということで非常にその御理解をくださっ

て、原子力発電所の設置なり、それに伴う使用済燃料の保管なり、そういったものに御協

力を頂いているという側面がございますので、そういった意味で、もともと交付金制度と

いうものがございます。要は自治体向けの交付金制度がございますので、それについては、

こういった御協力を頂けるところについては、より重点的に支援をしようということで、

その面については我々としては支援をしようということを考えておりますけれども、直接

に事業者に対して何がしかの支援とか、そういったことというものは今のところは想定し

ておりません。 

（阿部委員）たしか交付金も、財源は一般財源の税金じゃなくて、他の財源でしたね。 

（小澤課長）電源開発促進税といいまして、今でいうといわゆる電源特会という、エネルギー

特会の一部でございます。 

（阿部委員）次に、この真ん中の（２）ですが、「使用済燃料対策推進計画」の策定を要請す

るということで、事業者から計画を出してもらうということですが、これは言葉からして

当然「要請」であり、策定・公表は事業者がして、そこには政府は法的にそれを強制する

ものではないということですね。 
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（小澤課長）法令上のルールでやるわけではございませんので、法制的に我々が強制できると

いうものではございません。ただし、やはり、使用済燃料については多くの方の関心も高

いものではございますので、それがどのように保管され、あるいはどのように処理される

ということを、しっかりと計画性を持って具体性を持って示していくことが大事だろうと

いうことで、政府の、経済産業省の方から事業者に要請をして、是非それを策定して公表

してほしいということで、お願いをしているものでございます。 

  電気事業者、電気事業連合会の方も、その意をくんでいただいて、現在その計画の策定に

入っているという状況でございます。 

（阿部委員）ただ、炉規法によると、たしか炉を動かすときには、こうやって燃料を使って、

それは貯蔵して再処理をして、最終的にはどこに埋めるとか、そこまでたしか全部書かな

いといけないことになっていますよね。 

（小澤課長）はい。原子炉設置許可、あるいは設置変更許可を申請するときに、そのいわゆる

申請書の一部というか、しかるべきところに、最終的にどのような処理方針とするのかと

いうことを記載するようにはなってございます。したがって、それは例えばどこに何を置

くかということまでは書いていないわけでございますけれども、使用済燃料についての最

終的なその処理方針というのを書くというというところは、現在の炉規法でも求められて

いるものでございます。 

（阿部委員）したがって、ここでこの任意に提出を要請するものは、もう少し具体的に出すこ

とを期待するということですよね。つまり、例えば貯蔵もどこでやるとか、再処理もどこ

でやるとか、あるいはそのタイミング、タイムラインですね。これもある程度示していた

だかないと余りこの意味がないので、そういうことを期待してやるわけでしょうね。 

（小澤課長）もちろん、その計画を策定して要請したという状況でございますので、できれば

それには具体的で計画性を持ったもの、要は、その具体的というのはどういった中身のも

のなのか、それから計画性というのはどのくらいの期間なのかということも、できる限り

策定をして公表してほしいというように我々は考えております。 

  ただし、現時点でそれがどこまでできるか、あるいは、いつかどこかのタイミングでもち

ろん、できる限り速やかに公表してもらいたいと思っておりますけれども、その時点での

まとまり具合というものもございましょうから、まずはそういった形でできる限り前向き

な計画をつくっていただいて、大きな方針としては、我々はそのフォローアップをすると。

例えば、定期的にそれをフォローアップして、よりその改善をしてもらって、より具体的
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なものにしていこうということが、この計画策定の要請の非常に大事なところでございま

すので、まずはしっかりとその基礎となる計画をつくってもらって、それをフォローアッ

プして、改善をしていくということが大きな主眼ということになります。 

（阿部委員）この計画の中には、使用済燃料の再処理も含むのですか。というのは、それを含

めて、ここにある程度この具体性を書いてもらって公表してもらえれば、原子力委員会も

なるほどと、再処理によってプルトニウムができるのはこういう大体見通しになるという

ことがわかるかもしれないのですが、それも含めるということですね。 

（小澤課長）このアクションプランは飽くまで使用済燃料の貯蔵能力の拡大、あるいは貯蔵を

どのようにやっていくかということに主眼がございますので、その点に焦点が当てられた

ものというように考えております。今の委員がいわれた話につきましては、先ほどの基本

方針に戻りますけれども、使用済燃料については再処理をして、回収されたウラン、プル

トニウムを利用するというのが基本方針でございますので、政府としてもその方針に則

（のっと）ってやるということですが、その量であるとかそういったものについては、今

後、再処理工場が竣工（しゅんこう）していったときにどのようになるかということにな

ろうかと思いますけれども、現時点では、そこまでの段階には至っておりませんので、そ

ういった段階において、例えば、原子力委員会において、別途、電気事業者にはプルトニ

ウム利用計画というものを策定してもらっている経緯がございますけれども、そういった

ものの確認をしていただきながら対応していくということになろうかと思います。 

（阿部委員）ありがとうございました。 

（岡委員長）中西委員、いかがでしょうか。 

（中西委員）どうも御説明ありがとうございました。使用済燃料はどう使うかということで、

もう一度リサイクルをするために核燃料サイクルを回してということかと思います。ただ、

プルサーマルもなかなか今動けないことや、もんじゅも問題があるとなると、なかなかう

まくリサイクルが回らないので、当面、とにかくたまっていくと困るということもあり、

場所を広げようということを目指されていると思われます。ただ、ずっと説明された中に

「科学技術」という言葉が一つも出てこなかったのです。この問題は一般の人、つまり非

常にいろいろな人が興味や関心を持っており、かつ、これから何十年も先の話ですよね。

そうなりますと、やはり科学技術の問題でもあると思います。日本は科学技術立国ともい

われている中で、あちこちに書かれている減容化と有害低減化に寄与できる科学技術の発

展が望まれるところだと思います。もちろん、少しずつということになろうかとは思いま
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すが、それは今どういう状況で進んでおり、また世界的にもどうなっているのかというこ

とについて少し教えていただければと思います。 

（小澤課長）ありがとうございます。委員には、この説明書類の中にはその技術開発なり科学

技術の点は盛り込まなかったので、大変申し訳なかったのですけれども、もともとのエネ

ルギー基本計画、昨年４月に閣議決定したものの中には、実はその使用済燃料の貯蔵能力

の拡大という項目の後に、放射性廃棄物の減容化・有害度低減のための技術開発という項

目がございまして、その中で、安全性、信頼性、効率性を高める技術を開発することは、

将来の使用済燃料対策の柱の一つとなる可能性があり、その推進は幅広い選択肢を確保す

る観点では重要な意味を有するので、これについてもしっかり進めていくということを、

実は方針として決定しておりますので、それについても、もちろん取り組んでいくという

ことになろうかと思います。 

  もちろん、その中では高速炉もございますし、加速器を用いた、これは核種変換というも

のもございますけれども、そういったものについてもしっかり取り組んでいく、技術開発

を推進するということが盛り込まれておりまして、そういったものを、もちろん関係省庁

とも協力しながら推進していくということが基本の方針となっております。 

（中西委員）それらは世界的に見て、日本はどのくらい進んでおり、どういう位置にあるので

しょうか。世界的に今おっしゃった減容化と有害度低減化は非常に進んでいるのでしょう

か。日本はどのくらいに位置するのかも併せて教えていただければと思います。 

（小澤課長）これは、その廃棄物の減容化・有害度の低減という観点から見ると、今も第４世

代の原子炉の開発とかそういった中で、レベルの高い放射性廃棄物をできる限り減らして

いこうという観点からの原子炉の開発とか、そういったものには、むしろ一国というより

も、アメリカなりフランスなり、そういった先進国等とも協力しながら進めているという

ことが今の取組でございます。 

  それから、特にフランスなどは、やはりその廃棄物の減容化ということは非常に大事なの

で、そこに焦点を当てた炉の開発ということに取り組むなどしておりますので、我々もそ

ういったところと協力してやっていこうということでありますので、そういった意味では、

ここはちょっと一概にいうのはなかなか難しいですけれども、日本もそのトップレベルに

あって、そういった国と協力しながら現在進めていこうとしているということになろうか

と思います。 

（中西委員）もう一つお伺いしたかったことは、使用済燃料の中にいろいろな有用金属がたく
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さん生成されてきているので、それらを何とか再利用できないかということです。かつて、

二、三年前ですか、学術会議で使用済燃料の中の生成物にどういうものがあるかというシ

ンポジウムがありました。そのとき私もいろいろ調べて発表したのですが、例えばルビジ

ウムについては、日本で１年間使う量ぐらいがもう既に蓄積されている使用済燃料の中に

含まれています。放射性核種ではあるのですが銀もたくさんできています。これらは再利

用されても触媒など、実際の製品にはほんの少ししか使われないので、放射線量は測定で

きるかどうか判（わか）らないほど極（ごく）僅かです。自動車にも使用できると思いま

す。測定できないほどの少量のリサイクル使用です。使用済核燃料中の有用元素の再利用

ということは余り進むことができていないのでしょうか。銀も含めレアアースなども随分

大切な資源だと思うのですが。 

（小澤課長）その研究開発も国内で進められていると認識しています。それはある意味、分離

の方法というかですね、群分離をして、どういうふうに有用物を取り出していくかという

研究開発が進められていますけれども、そういった中で、やはり先生がおっしゃるように

有用物というのはもちろんありますので、それについてどうやって取り出して利用できる

状態にやっていくかという研究も、並行して進められているということでございます。 

（中西委員）どうもありがとうございました。 

（岡委員長）４０分ぐらいまでということで、簡単に質問させていただきます。 

  中長期的な対応の柔軟性がエネルギー基本計画に書いてあるのは大変的を射ていると思う

んですけれど、その中の実際の使用済燃料対策が進んでいくということで、非常に具体化

していてよかったなと思っております。 

  質問は２つありまして、１つはリラッキングってやっていましたけれど、あれは余りたく

さんではなくて、中間貯蔵をメインにやると、そういう理解でよろしいのでしょうか。 

（小澤課長）これは、実際の選択は、先ほど阿部委員がおっしゃったように、やはりプールと

いうのも当然、使用済燃料を取り出したときは非常にやはり大事でございまして、最終的

にその乾式貯蔵を選ぶのかプールを選んでやっていくのかというのは、やはりその事業者

が最終的にはどちらを選ぶかという判断をできるところがございますので、実際に今も九

州電力の玄海につきましてはリラッキングの申請というのが原子力規制委員会に出されて

いるということでもございますので、それはある意味、両方、そのどちらでも選択は現在

でも、し得るというものでございます。 

  その中で我々としては、今後の使用済燃料の対策を考えてみたときに、乾式貯蔵の貯蔵施
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設の有用性というのは非常にあると思っていますので、それについてはしっかりと重点的

に支援をしていこうということでございますので、そちらの方へのインセンティブを高め

た対応をしているということでございます。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  もう一つは、理解の増進とございまして、これはこの、今の中間貯蔵に関して特にという、

何かあるのでしょうか。それとも、もうちょっと広く書いておられるのでしょうか。 

（小澤課長）もちろん、中間貯蔵、乾式貯蔵も含みますけれども、使用済燃料対策全般につい

ての取組、そういったものについて、是非ともその理解を頂くということで取り組んでい

きたいというように思っております。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  先生方から、他にございますでしょうか。 

  それでは予定の時間になりましたので、どうもありがとうございました。 

（小澤課長）どうもありがとうございました。 

（室谷参事官）次は、議題２でございます。 

（岡委員長）どうもお待たせいたしました。よろしくお願いします。 

（室谷参事官）本日は、原子力委員会で議論を進めております、原子力利用の「基本的考え方」

について、御意見を伺うため、安全保障スペシャリストでいらっしゃいます森本敏様に御

出席いただいております。本日は森本様より御説明を頂いた後に、委員との間で質疑など

を行っていただく予定でございます。よろしくお願いいたします。 

（岡委員長）御紹介をいたします。森本様は防衛大臣を歴任され、現在は拓殖大学特任教授、

安全保障スペシャリストとして多方面で御活躍されておられます。本日は、これまでの御

経験も踏まえ、原子力利用の基本的考え方について御意見を伺いたいと思います。 

  それでは、３０分程度で御説明をお願いいたします。ありがとうございます。 

（森本氏）お招きいただきありがとうございます。私はこの分野の専門ではありませんので、

私が今から申し上げることがどれだけお役に立てるか全く自信ありませんが、お招きいただ

いているので、頭の中にあるものをできるだけしっかりとお話ししようと思います。 

  レジュメを２ページ分お配りしているのですが、これをお話しする前に、少し短い時間で、

これを理解する前提としての今のグローバルな国際秩序というのをどのように見たらよいの

かということについて、一言申し上げようと思います。 

  昨年の春ぐらいから、国際社会の中に構造的な変化が起きているのではないかと思います。
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御承知のとおり、アメリカは歴史始まって以来最長のアフガン戦争を今なお続けて、本来で

あれば来年の末に全軍撤退する予定のところ、今回はアフガンの作戦を継続し、その後どう

するかということについては次の政権に委ねるという決定をしたところです。したがって来

年には戦争が始まって、１５年という長丁場になるのですが、引き続き行っていく。一方、

イラクからは２００８年の１１月の大統領選挙において、オバマ大統領はイラクから全軍を

引くという公約をしたとおり、２０１１年の１２月にイラクから米軍を引いたのですが、昨

年の春ぐらいからＩＳＩＬがシリアからイラクの中に入ってきて、ごらんのとおりの状態で、

その結果、アメリカ、フランス、イギリス人のジャーナリストなどが、いわゆるジハーデ

イ・ジョンと称する西ロンドンなまりのイギリス人によって切り殺されるという事件があっ

たので、アメリカの共和党中心に、イラクから引いたもののＩＳＩＬを攻撃する軍事的な手

段をとれとの政治的圧力がかかって、去年の８月からイラクに対する航空作戦が始まったわ

けですが、地上軍を送れないので、イラクについては米特殊部隊をイラクに派遣して、イラ

ク軍２０万の兵力に対して訓練をしながら前に押し出して、イラクのいわゆる北西部の方へ、

少し押し込んだというところです。 

  一方、イラクの中で航空攻撃を受けているＩＳＩＬのメンバーが、シリアの方にまた逃れ

たために、去年の９月からシリアの航空作戦が始まって、地上作戦はシリアの中にいる自由

シリア軍に任せて、これに訓練を行い、兵器を渡して、地上作戦をやらせているというのが

９月の末までだったわけです。 

  突然、事態が変化したというのは御承知のとおり、９月２８日の米露の首脳会談で、ロシ

アがこのアメリカ、ＮＡＴＯとアラブ諸国が行っている連合作戦に自分たちも参加するとい

って、アメリカが断固これを拒否したにもかかわらず、９月３０日から航空作戦がロシア軍

によって行われ、ちょうど１か月ぐらいきたところです。 

  実態はどうなっているかというと、シリアの中はロシアがＩＳＩＬを攻撃すると見せかけ、

実は自由シリア軍を航空攻撃しているので、アサド政権の勢力が生き返ってきて、反対に自

由シリア軍が不利な状態になりつつあり、連合軍もシリアの中に航空攻撃をやってロシア兵

を殺すということになった場合は、これは米露の戦争につながるので、ほとんど手が出ない

という状態になり、連合軍側は徐々にシリアの中から排除されるという状態になりつつあり

ます。 

  ロシアは結局、アサド体制を助けるという目的をもって、提案をし１年６か月の間にシリ

アに大統領選挙をもう一回やってアサド政権を樹立する、それを戦略拠点に、中東・湾岸に
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アメリカにかわって出てこようという意図が極めて明確になりつつあり、ウクライナ、ある

いはクリミアで封印されているはずのロシア軍が、ここにきて中東に出てきたという状態で

す。 

  その結果、何が起きているかというと、２つ問題があって、１つは御承知のとおり、昨年

ヨーロッパに入ってきた難民が２７万人弱、今年は既に８０万、年末になるとこのままでは

１００万を超えるだろうといわれている難民が、シリア情勢変化によって更に増えつつある

という状態と、移民も同時にヨーロッパの中に入って、西バルカンルートと地中海ルート両

方でＥＵの中に入って、ＥＵが１０万人の一時避難所の建設を各国に割り当てたものの、４

か国がこれに反対をして、結局ヨーロッパは難民、移民を自分たちで管理できない状態が生

まれつつあり、いわゆるヨーロッパの治安、社会秩序、あるいは経済、雇用などが著しく損

なわれて、ＥＵそのものが分裂状態になりつつあるという状態です。 

  同時に、ロシアがこれを使って、サウジあるいは場合によってはトルコ、エジプトなどに

原発を輸出するという交渉をやり、既にサウジアラビアは今後２０年で１６基の原発をロシ

アから手に入れて建設するということです。あれだけ世界有数の原油産出国が原発を今ごろ

つくらないといけない理由というのは、これはもう一つの理由、すなわちイランとの核協議

が７月１７日に合意に至ったものの、依然としてイランに対する不信感が強く、原子力の平

和利用の権利を使って原発をつくろうということではないか。それによって将来、アメリカ

がこの地域での影響力を後退させ、ロシアがいずれ出ていった後の中東・湾岸を、イランが

握るのか、サウジが握るのかという、リーダーシップの競合関係になりつつあって、イラン

の核開発をとめることができたものの、実態は米欧社会のアフターケアが非常に不十分なた

めに、中東・湾岸でむしろ原子力開発を進めようという国が出てきて、それも大国が原発の

導入に向かい始めているという核拡散の分野からいうと、むしろネガティブな状況ができつ

つあると思います。 

  すなわち、難民・移民問題や原発だけではなくて原油の取引や兵器の移転という問題もあ

って、ヨーロッパの中の一体性が壊れつつあるということです。 

  余分なことですが、アジアも同様で南シナ海での埋立てを進めている中国によって、ＡＳ

ＥＡＮのユニティーが壊れつつあり、そういう意味ではこの１年半の間、ロシアと中国が、

総理がいつもおっしゃっている、いわゆるｓｔａｔｕｓ ｑｕｏの変更を力によって進める

という、国際法に基づく国際秩序が損なわれている状態が起きており、国連安保理決議も通

らず、しかも地域的枠組みが分裂し、ＥＵやＮＡＴＯ、アジアにおいてはＡＳＥＡＮが分裂
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事態を起こしているという問題が、今からお話しすることの前提条件です。 

  そこでもう一つ、お話ししようと思うことは、こういうグローバルな国際秩序の中で、一

体アメリカやヨーロッパがどういうことに脅威認識を持っているかということなのですが、

これはかなりずれていまして、アメリカの脅威認識は、当面はエミネントな脅威としては中

東・湾岸、もう具体的にいうとシリアであり、ＩＳＩＬでありということでありますが、第

２にロシア、それから、中国は必ずしも今、深刻な状況にはない。ただ、ロシアとは危機管

理的な対応をしながら、軍と軍の協議を進め、信頼醸成措置を進めれば、直接事を構えるよ

うなことは避けられるはずであるというのが、アメリカの考え方です。 

  ヨーロッパは、中国に対する脅威感がほとんどなく、第１に中東、第２はヨーロッパの中

におけるウクライナや、あるいはシリア状勢に伴う難民、移民の処理ということであり、第

３は、ロシアの脅威は相当遠く、ロシアから最近原油を買わないように、天然ガスも買わな

いようにという、ウクライナ制裁の影響が出ているという状態で、米欧関係もこのところ非

常にぎくしゃくしているという状態です。 

  その中で、アメリカはサード・オフセット・ストラテジーといって、つまり、こちらの方

で核の抑止機能を維持しながら、通常戦力のパワープロジェクションの能力、あるいは精密

誘導の兵器、システム、あるいはセントリック、ネットワーク・ウォーフェアという、つま

り全体のシステムで戦闘する能力を向上しようとして、海・空軍に恐らく今後２０年ぐらい

かけて毎年１，０００億ドルの予算を投じて、いわゆるパワープロジェクションとグローバ

ルストライクの能力をこれから向上しようという、そういう方向になりつつあるというのが、

今から御説明する前提です。 

  そこで、この２ページ分の中にあるのですが、一番最初にお話しするのは３ポツに書いて

ある、いわゆるエネルギーセキュリティーから見て、今この当面して我々が抱えている問題

をどう見たらいいかということですが、中東・湾岸、ロシアといった地域の不安定要因が、

エネルギー安全保障上の脆弱（ぜいじゃく）性を増加させているということです。 

  それから、日本だけではなくて多くのチョークポイント、あるいは海洋における海上輸送

路というのが一層不安定化するという可能性があるので、これをマネージするためには日本

は、日米豪、日米印の緊密な協力を通じて、ＡＳＥＡＮの能力を向上するという方法をとら

ざるを得ない。 

  一方、アメリカは今まで中東・湾岸に２０％ぐらい化石燃料を依存していたのですが、中

東・湾岸への関心を薄くしてシェールがあれば石油、天然ガスを中東から買う必要はない。
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中東地域の安定については余り関心を持たないという状況になりつつあり、ロシアがこれに

かわって中東・湾岸に入ってきつつあるという状態がこのところ起きているということです。 

  ４ポツは、イランとの核協議は非常に大きなレガシーになるのですが、全体としてそれが、

前向きな点もあるんですけれども、一方で心配点もあって一番深刻に思っているのは、サウ

ジがロシアと直接原子力協定を結んで原発を導入するというような傾向は恐らくＧＣＣ諸国

に広がっていくということになるのではないかと思います。 

  それから、中国は国内の原発が増えており、今、恐らく二十五、六基までいっていると思

いますが、それを更に今から５０基増やすということで巨大なマーケットができ、特にフラ

ンスの技術がこれを狙っている。ロシアもこれを狙っているということですが、御承知のと

おりイギリス、フランスが中国と原子力協力をやり、今回は中国がイギリスに多額の投資を

行う見返りに、中国がイギリスの中につくる原発という状態にあります。中国の、原発の技

術の信頼性と、中国との原子力協定を結ぶことのアジアの安定に対する、このインプリケー

ションをイギリスはどう考えているのかと思います。ヨーロッパは、少なくともイギリス、

フランスは、マーケットとしての価値しか中国は見ていない。軍事的な脅威認識はないとい

うことで、ヨーロッパに、イギリス、フランスに限らず大体そんな感じなので、我々はどう

いうふうにこれを考えたらよいのかという問題を抱えているのではないかと思います。一方、

中国はアジアで、アジアトムあるいは原子力分野のＡＩＩＢのような枠組みをつくろうとい

う提案が、中国の中で議論されているように、恐らく、そのアジアでは日本を抜きにして、

広域の原子力協力を進めようとしていると思います。我々ができることは、その中になかな

か入れませんので、中国が将来原発事故を起こしたときの被害局限方法を考えておくという

ことしか、やりようがないということだと思います。 

  一方、アメリカは、イランは手を出したものの、北朝鮮の核開発にはほとんど手を出さず、

６か国協議も放置したままという状態で、北朝鮮は、いずれは近く４回目の核実験を行い、

確実に核開発が進んでいくということだと思います。米韓の原子力協定は日米原子力協定と

は違って、期限がくれば廃棄され、都度更新の交渉をしないといけないのですが、日本には

認めている再処理と濃縮の手段が韓国には認められていないことに韓国は非常に大きな不満

を持っていて、共同研究という手でアメリカはごまかしていますけれども、韓国の不満が限

界にきているという状態で、日米の原子力協定が一応期限を２０１８年に迎えるのですが、

これはできるだけ波風を立たせずに自然な形で自動延長させるというのがベストで、日米の

政府当局はそう考えているのですが、アメリカの議会の中では、日本がいわゆるプルサーマ
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ル、再処理施設、共に動いておらず、兵器級の材料がたまっていることに大変大きな懸念を

表明し、中国と韓国が議会工作をしてこのネガティブキャンペーンに乗り出しているという

ことなので、我々は非常に注意をしています。できるだけ、それまでの間に六ヶ所とプルサ

ーマルを動かすことができることが望ましく、それしか今のところは説得力のある材料がな

く、いかに厳格なＩＡＥＡの査察を受けているといっても、それは査察でありますので、た

まりこんでいるこの材料をどう説明するのか、透明性の高い説明というのはなかなか難しい

んだろうと思います。 

  １に戻りまして、１の（１）に書いてあることは、もうお読みいただければおわかりのと

おりで、第１に日本の電源は国内自給率が低く、かつ、２番目に化石燃料に依存率が高く、

燃料代も高く、このままいくと企業の経営も非常に厳しい。一方、環境は２６％ぐらいをＣ

ＯＰ２１で表明するとしても、なかなか他の先進国に追いつかない状態が続いているという

ことで、それ以外にここの中に書いてあることをそのまま普通に考えると、１の（２）の最

後のところに書いてあるように、既にお決めいただいている日本のエネルギーミックスをそ

のまま実行するとしても、前提条件は１７％程度の省エネが実現すること、それから２０％

以上の再生可能なエネルギーが確実に確保できること、この２つの条件がクリアされること

が前提なのですが、それが仮にうまくいっても、今の申請済みの原発が全て合格をして動い

ても、なおかつ数が足らないわけで、そういう意味では２２～２４％の原子力を２０３０年

ごろまでに実現しようとすると、どうしても、運転期間の延長をしながら、幾つかの原子炉

についてリプレイスメントをやらないといけないという決断を、どこかでしないといけない

ということが起こるんだろうと思います。 

  ２に書いてあることは、アジア及び東欧、中央アジアで原発が増えていくことは御承知の

とおりであります。それ以外に、今申し上げたように、その中国が相当原発を増やしていっ

て、マーケットができるということだけではなくて、この技術を使ってヨーロッパの国や中

東・湾岸とのいろいろな原子力関係の協力が進むということが、日本にとってどういう意味

を持っているかということは、相当深刻にならざるを得ないと思います。 

  そこで、結論部分は４ポツに６点書いてあるのですけれども、当然のことながら、国の抑

止機能を維持するという観点から、あるいは化石燃料を買うときに全く原子力という手段を

捨ててしまうと、これはかなり値段をふっかけられるということになりますので、いろんな

オプションをバランスよく持っておくということが国のエネルギー政策として重要であり、

今の２０３０年の目標を維持するということによって、コストの面でも、あるいは資源を備
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蓄するという面でも、エネルギーのバランスのよい確保をすることに努めなければならない

だろうと思います。そのためには、今申し上げたように、再処理とプルサーマルを是非とも

早く実現するべきであります。 

  あとは、電力コストを下げる努力をしないといけないということはたしかで、今のまま放

置するとどうしても難しい状態になり、しかも省エネを進めるのに、口だけで省エネといっ

てみても、なかなか我々も自分の家で暖房施設をとめたり、寒い冬を何とか省エネで頑張ろ

うなどというようなのは、難しい話で、これは広い意味での生活習慣の中で国民教育をして

いくという方法しかないのかもしれないですけれども、わずかに考えられるのは、電力コス

トを下げるための、今の火力発電のシステムを改善し、もう少しコストエフェクティブな火

力発電というものをつくっていくというシステムができないのかというふうに考えるわけで

す。 

  あとは、環境問題は当然のことながら、一番深刻なのは原子力に関する人材の育成。高度

な技術レベルを維持するということでなければ、優秀な人は入ってこず、どんどんと人材が

先細りするという状態は、国の潜在力そのものを失うということになり、結局日本が協力を

する相手というのは正直申し上げてアメリカしかないわけで、日米の協力を進めるためには、

先ほどの原子力協定だけではなくて、日本が将来にわたって一定の原子力を維持するという

意欲を実際に示すということによって、緊密な日米協力を進めていくということしかないん

だろうと思います。 

  もちろん、最も重要なことが一番最後に書いてあるのですが、原発の安全性については不

断の努力を進めるということが最重要であります。私もいろいろな、この分野の専門ではな

いのですけれども、例えば高レベル放射性廃棄物の最終処分について、いろいろなところの

シンポジウムに入って一般の方にお話をしてきたところです。やはり直接一般の方に語りか

ける努力を、システマティックにやっていかないとやはり駄目で、その点は経済産業省は非

常に省として努力をしておられて、隅々のところまで手を尽くして国民に直接語りかける努

力をしておられるということです。私も経済産業省の方に肩入れをして、幾つか全国を回っ

ているんですけれども、話せば徐々にわかっていただける。安保法制は、話さないから徐々

に不安になるという、非常にこうジレンマを抱えているわけですが、どうも安保法制に反対

している人、原発に反対している人、特定秘密保護法に反対している方々には共通点がある

ように思えます。やはりこういうことに対する非常に強い懸念を持っておる国民の層が確実

に、あるレベルいて、この人たちにどうやってこれから語りかけていくかというのは、重要
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な政策広報の部分であるのではないかと私は思います。 

  少し余分なことをお話ししましたが、結論は書きおろしてあるのでお読みいただければ結

構なのですが、この一番難しいのは、やっぱりリプレイスメントというのをどう実現してい

くかということで、このリプレイスメントを決断する政治土壌をどのようにしてつくってい

くかということが、ある一定レベルの原子力を維持するときの一番重要なテーマになるので

はないかと私は考えているわけでございます。 

  以上でございます。ありがとうございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、１５時１５分までを目途に、質疑応答を行いたいと思います。 

  阿部委員からお願いします。 

（阿部委員）どうもありがとうございました。先生の御専門で一番関係のあるところは、やっ

ぱりこの安全保障、その意味において日本に対するエネルギーの供給の保障ということだ

と思いますね。端的にいえば、それは化石燃料の日本への供給が確保されるかどうかとい

う問題だと思いますが、石油、天然ガス、石炭というものがあるわけですけれども、先生

の見るところ、一番これから将来を見通して、そういう供給が阻止されそうな、ディスタ

ーブされそうな場所はどこでしょうか。 

（森本氏）これは１か所ということではなく、化石燃料の中でこれから日本が多くを依存しな

ければならないのは、多分天然ガスだろうと思います。天然ガスは中東にだけ集中的に依存

しているということではなく、かなり広いソースから手に入れていますので、Ａが駄目なら

Ｂ、Ｂが駄目ならＣというふうに手段があるのですが、その手段を確保するためには、まず、

やっぱり海上輸送路というのはきちっと維持しておかないといけないということと、それか

ら、例えばカタールから大量の天然ガスを中部電力は手に入れていただいているのですが、

そういう一番重要なリソースが断ち切られるということがないように、チョークポイント周

辺で、例えば、日本とイギリスが掃海の能力を常にある一定の練度を維持するために、一緒

に中東・湾岸に出ていって共同訓練をしていく必要がある。それから、南シナ海やインド洋

もそうですが、南シナ海で特に中国がこれから、いわゆるグラウンド・プロクリエーション

のところに軍事施設をつくって、３，０００メートル級の滑走路に戦闘機が配備されて、防

空レーダーができて、そして防空識別圏が引かれて、アメリカの空母が入ってくるたびに艦

載機にスクランブルがかかるという状態になりますと、緊張が高くなり、場合によっては日

本も船団が通過したり、情報を提供してやることもできない状況が起こることは防ぐ必要が
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ある。そういうことが、やはりこれからの化石燃料を安定的に手に入れる一番大きな手段だ

と思います。 

  つまり、化石燃料を安定的に手に入れるためには、リソースをできるだけ広くということ

と、その国との外交関係を常によい関係にしておくという努力と、それから途中の経路を安

定的にするという、３つの手段をトータルで進めておかないと、どれかが途切れるとその手

に入れる手段が途切れるわけで、非常に総合的な施策を進めていかないと、安定的な供給を

維持することができないということなのだろうと思います。 

  ただ、例えばアメリカから入ってくるシェールというのに、これから余りに依存し過ぎる

というのは、注意をしないといけないと思います。たしかにシェールが入ってくることは日

本にとってオプションがそれだけ増えるのでよいのですけれども、しかも、シェールのオイ

ルよりシェールのガスの方が相当潜在力が高く、長期にわたって輸入できそうですけれども、

かなり値段を操作される可能性があって、やはり多角的なエネルギー源の入手方法を維持し

ておくということにしないと効率的な輸入ができず、かつ、その結果として燃料代が上がっ

ていく、電気料が上がっていくという結論になるのではないかというふうに思っています。 

（阿部委員）早い時期は例の中東戦争、オイルショックの後は中東からの石油供給ラインを確

保するのが大事だということで、日本もそれなりの貢献ということで、少なくともシンガ

ポールあたりまではという話もあったわけですけれども、シェールガス、オイルが登場し

てくると、その意味においては中東依存度が少しは下がるかもしれないと。これから将来

の可能性が、そういう意味においてはアメリカからくるシェールガス、シェールオイルの

供給を確保すると。これは当然大丈夫だろうというかもしれませんけれども、実は中国が

海軍力、航空戦力を強めていて、第二列島線まで出てくるという話もあるので、そうする

と日本周辺の海域における供給の安全の確保が脅かされる事態も考えられないわけではな

いと思うのですが、そのあたりはいかがでしょうか。 

（森本氏）この海上輸送路の防衛は、日本のシーレーンを日本だけの能力で全てを確保すると

いうのは実はなかなか難しく、まず地域を全体として安定させる努力をするということなの

で、そのためには例えばアメリカ・日本・豪州、アメリカ・日本・インド、それとＡＳＥＡ

Ｎでも特に日本やアメリカと価値観を共有できる国々との広い枠組みを使って、地域全体を

安定する努力をしないといけないということです。 

  それから、もう一つはアメリカの海軍力がリソースとしては減っていくんですけれども、

その彼らの機能の一部を日本がオフセットする努力をしないといけないので、別にその平和
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安保法制で重要影響事態などということを事態認定する必要はないのですけれども、アメリ

カがリバランスという政策を進めて、少なくともアジア・太平洋に全体の海軍の６０％を２

０２０年ぐらいまでに配備するという方針を出していますが、それでもアメリカの艦艇は少

なく、日本も今４８隻を５４隻に増やそうとしているのですが、とても１隻とか２隻の艦艇

を南シナ海に出すなどということができる余裕はない。今、例えば海賊に出していますが、

２隻出すために、こちらで２隻を常に用意して、あちらが出てくるまでにこちらを出さない

といけないわけですね。そのためにはもう１隻、今度は訓練をしていつでも出せる状態。つ

まり、２隻を常時置くためには４隻ぐらい必要ということなので、すごい負担を背負いなが

ら艦艇のやりくりをやっているので、こういうことをいうと、こういうところで何か財務省

に行って予算要求をしているみたいなふうに思われるので余りよくないのですが、どう考え

ても日本の広い海域の生命線を維持するのに、今の艦艇の数では到底足らないということだ

と思います。 

（阿部委員）他方、中国はすごい勢いで数を増やしていますよね。 

（森本氏）はい。 

（阿部委員）したがって、どう見ても日本周辺の海域、空域における、日米が協力したとして

も、制海能力、制空能力はだんだん劣化していくと。いざというときには、何らかの理由

で隣のアジアの大国が意地悪をしようと思うと、とめられることもあり得るということで

すね。 

（森本氏）これは原子力とかエネルギーのところで話すようなことではないのですけれど、中

国は第一列島線の中をエリア拒否しようとして、これは２０２０年ぐらいまでにやろうとし

ているところだと予想されます。それは主として、中国海軍のミサイル艦艇と潜水艦の能力

で第一列島線の中にほとんど、防御できるようになり、２０３０年ぐらいになると日米の海

軍力が入っていくと、直ちに脅威を受けるということになるかもしれない。 

  しかし、幸運なことに、第一列島線の中に日本の海上輸送路はなく、日本の海上輸送路は

第一列島線の外側、つまり南西方面から、第二列島線の中に日本の海上輸送路、生命線が全

部集中しているんです。ということは、第一列島線の外と第二列島線の間の非常に広い海域

において、日米と中国のバランスを考えた場合、日米が中国に対してよいバランスを維持す

ることができれば、我が海上輸送路を守ることができる。そのためにはどうしたらいいかと

いうと、やはり今年の４月に結んだ日米の防衛協力ガイドラインに基づいて、アメリカの持

たざる部分を日本が補い、日本の足らない部分をアメリカに補わせ、できたら日米だけでは
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なくて豪州にも協力をさせ、広域におけるバランスを中国から比べれば非常によいものにす

ると同時に、南西方面は約１，１００キロあるのですが、ここに例えば今、陸上自衛隊が、

奄美大島だ、沖縄本島だ、宮古島だとか、あるいは与那国島だとかと、こう、部隊を即時展

開をする計画を進めていますが、単にそこに部隊がいるというのではなく、沿岸レーダー監

視網をつくり、オフショアバランスという言葉があるのですが、重要な海峡のところで相手

の通峡をとめる、つまり地対艦のミサイルを持って地上部隊でその、通り抜ける艦艇を抑止

するという機能を持たせると、相当、第一列島線から中国が外に出ていくことが難しくなる

状態をつくることによって、第一列島線の中は日米のバランスが外洋の方で優位になる。そ

ういう客観情勢をつくることができるかどうかというのが、恐らく２０３０年ごろ、中国が

第２隻目、第３隻目の空母が実際に運用できるかどうかという時期と一緒になると思います

ので、２０２０年から３０年の１０年間ぐらいに、この外洋におけるバランスをどうやって

有利にするかというのが、我が方の海上輸送路の生命線を決める、決め手になるということ

ではないかと思います。 

（岡委員長）先生、すみません、第二列島線というのは、どこですか。 

（森本氏）大体、東京からミクロネシア、グアムに向けて南におりる線です。中国は、ここか

ら西側、西太平洋は中国の管轄にすると、そこから東側はアメリカに任せるという、こうい

うことをアメリカにいい出して、アメリカは拒否しているということです。 

  だから、日本の南西方面と、日本のちょうど中間線の間のあの広域な、そこをアジア及び

ヨーロッパ、中東・湾岸から入ってくる海上輸送路が全部通るわけです。第一列島線の中は

入りませんので。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

（阿部委員）次が、日本にある原発その他の、原子力施設の安全の問題ですけれども、この間、

福島事故が起こった後で、報道によれば北朝鮮の情報将校が、いいことがわかったと。日

本の原発は何も固い原子炉を壊さなくても、水と電源を断てば自然に放射能を出してくれ

るということをいったという説がありますが、これも報道によれば、韓国では北朝鮮の破

壊工作部隊が原発を襲うということも想定して軍が訓練をしていると聞きますけれども、

以前、講演会で森本先生のお話を伺ったときに、日本では自衛隊にそういう使命が与えら

れていないというふうに伺ったのですけれども、これは私は、その警察権か自衛権かとい

う問題よりも、むしろ相手がどういう装備を持って攻めてくるかということを考えて、そ

れに必要なものを持っている人が対処するというのが大事だと、基本だと思うのですけれ
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ども、そのあたり、この原発の対破壊工作あるいはテロに対する安全性の話はいかがでし

ょうか 。 

（森本氏）福島原発の後、法執行機関と自衛隊の役割の分担というのを、協議し、実際にいろ

いろなルールもつくって訓練をしていますが、洋上においては原則として第一義的に海保が

警戒監視をやるということで、その警戒監視をやるときに、特に原発が設置されている海域

については、かなり海岸近くまで海保が警戒監視を常時行うというルールをつくっていただ

いています。海上自衛隊が別にやるという必要はないということです。 

  ただ、非常にこの問題は、つまり所管の官庁と法律の立て方が機微なところで、海岸から

上がってこられたときに、上がってきたものについては海保は責任を負いませんので、した

がって、その上がるとき、つまり上陸をするとき、誰が責任をとるのかという問題があって

ですね。それは第一義的にはその原発を管理している電力企業が法執行機関である警察と緊

密に連携して、直ちにそこはできるようにしておくということですが、それでも、その上が

ってくる兵力が警察では対応できないということがあった場合に、これは海上警備行動では

もはやありませんので、その原発対処に必要な自衛力を派遣するということが法的にはでき

るようになっていますので、それは原発、福島の事故以降にとられたいろいろな措置で、そ

の３つを緊密に連携して、訓練をし、ルールを決めて、現在やっていますので、かなりそこ

は改善されました。 

  他方、例えば尖閣のように原発ではないところで海保と警察と自衛隊の関係をスムーズに

やるときにどうしたらよいかというのがいわゆるグレーゾーン事態、領域警備法という議論

で、結論は平和安保法制をつくるときに別途の新しい法律をつくる必要はなく、今の法律の

体系で緊密に連携をして訓練を行っておけば対応できるという結論になっているわけです。 

  しかしながら、その法の適用というのは、やっぱり事態がスムーズにいくかどうかという

のは単に短時間に決定が行われるだけでは済まないので、例えば通常の警戒監視と、それか

ら海上警備行動と、治安出動と、防衛出動というのは、全然ステージが違うわけで、そのス

テージが違うということは、階段を上るときに低い階段を上るのではなくて、すごい高い階

段を、とても上がれないような階段を上る、それをスムーズにするためにどうしたらいいか

というのを今、専ら検討しているということです。 

（阿部委員）先生の資料の２ページ目で、真ん中の（７）で、日米原子力協定について、「再

処理施設とプルサーマル炉を稼働させることが不可欠」と書いてありますね。 

（森本氏）はい。 
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（阿部委員）これは、どういうことなのですか。その期限到来後、延長か自動延長かとなると

きのために、それまでに既成事実を打ち立てておけと、こういう趣旨でございますか、こ

の「不可欠」というのは。 

（森本氏）既成事実というよりは、本来は日本には再処理と濃縮が、この協定の中で特別に認

められていますので、その特権を失うのは、これは極めて深刻な国益を失うことになります

ので、これは維持しないといけないのですけれども、この今の協定の基準からいえば、御承

知のとおり６か月以内に事前に相手に通告しない限り自動延長できるルールになっているわ

けで、何もしなければそのまま自動延長という、そういう状態にしたい。 

  ですけれども、日本は再処理も動いていない、プルサーマルも動いていない、結局、たく

さん需要以上のプルトニウムを持っていて、プルトニウムバランスが崩れているということ

に懸念を表明する意見がアメリカの議会では既にありますし、中国や韓国も同様のことをい

っているので、そういう要らざる不協和音が出ることによって、自然な形で自動更新をする

ときに一つの大きな障害要因をつくるということになるので、それをできるだけ防ぐべきで

ある。そのためには、日本に特別に与えられた、いわゆるプレミアムですけれども、それで

ある再処理とプルサーマルの能力というのは、是非とも実現をさせておくことが必要ですと

いう趣旨のことを書いてあるということです。 

（阿部委員）一部にそのプルトニウムがたまっているという批判があるので、その観点からす

るとプルサーマルを動かすのが不可欠であるというのは、それによってプルトニウムが減

りますので、なるほどと思ったのですけれども、再処理施設を動かすのが不可欠とおっし

ゃると、再処理をするとプルトニウムがまた増えるわけですよね。そのあたりがちょっと、

どういうふうにつながるのかなと思ったのです。 

（森本氏）しかし、プルサーマルだけ動いておればいいというものではありませんで、やっぱ

り再処理施設がまず動くということが前提ですが、御指摘のように、それではたまるだけで

はないかと、もう両方が動いていて初めて、この原子力協定の趣旨が生きるわけなので、私

は両方がきちっと稼働になるということが、不可欠であると思います。 

（阿部委員）最後に、この結論部分で、原子力を維持することが、国家の抑止機能を維持とい

う観点から必須であるということが書いてありますが、読みようによっては、その軍事利

用も考えて抑止力を、というお考えなのでしょうか。 

（森本氏）いや、そういうことではありません。相手がどう考えるかでありますが、日本がそ

ういう能力を持っているということが常に抑止の機能を働かせているということであり、初
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めからこの手段を捨ててしまうということは、その分だけ結局、周りに仮に核保有国が増え

ていくときに、日本はそのオプションを全く失った状態になるということであり、それは結

局アメリカにとっても望ましくないともいえます。アメリカは日本が核兵器をつくるだろう

とは考えてもいないと思いますし、また、核兵器をつくるということ自身が日米同盟の根底

を覆すということになりますので、アメリカは受け入れないと思いますが、しかし、日本は

そういう手段を考える一定のレベルの原発を維持しているということが、つまり、周りの国

から見ると、いつ、そういうことが起こるかわからないというふうに思わせていると、これ

は国にとって非常に重要な抑止で、抑止の機能というのはもともと、相手がどう考えるかと

いうことなのです。相手が手を出したときにこちらから確実に対抗の手段がとれる、それは

相手にとって望ましくないと相手に思わせて、その意図を思いとどまらせるという機能が抑

止なので、相手がどう考えるかが重要なので、まさにこの場合は、日本がどうするかという

よりか、相手が、日本がそういう能力を持っているということによって抑止をする機能を高

めているという、抑止の理論というのはもともとそういう理論なのだろうと思うんです。 

  だから、全く手段は持ちません、ありませんというと、もう、そういうことを前提に国際

関係ができていくということなので、その分だけ抑止の機能を失う。イランとの、今回の協

議の合意も、まさにそのブレークアウトタイムというのが、どこでイランが決心を変更した

ら、今まで積み上げてきた能力を持っているわけですから、いつでもそのもとの状態に取り

返せる。この期間が今まで例えば１年だったものが二、三か月でもとの状態に戻るという、

そういう恐ろしさといいますかを持っているからこそ、周りの国、サウジみたいに石油がも

う十分あり余るのにもかかわらず、原子力エネルギーをこれから１６基も手に入れようとし

ているわけです。まさに、抑止とはそういう機能なのではないかと思います。 

  周りを見ると、我々はそういう国に取り囲まれて、中国、ロシア、そして北朝鮮。台湾や

韓国も平和利用で原発を持っているわけですから、周りで一切捨てている国がないときに、

日本だけが先に捨てるということは、これが日本が全く抑止の機能を自らの手段で捨てると

いうことで、それは国際社会の中で望ましい選択ではないなということではないかと思いま

す。 

（阿部委員）森本先生は尊敬申し上げる先生なのですが、この点は私はちょっと意見が違うと

申し上げないといけないのですが、これは例えば六ヶ所の再処理施設の議論でもアメリカ

人にしょっちゅういうのですが、これは全く軍事利用の可能性がないし、全く考えていな

いのだということを強調しているのだし、それを確保するのがこの原子力委員会の重要な
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使命の一つでございますのでね。そういう意味において、日本の中に時々、抑止力維持の

ために六ヶ所は必要なのだとおっしゃる人がいるんですけれども、私はこれは、絶対にそ

ういうことをおっしゃっていただきたくない。それをいった途端にいろんな人が、そら見

ろと、日本でもそういっているじゃないかと、こういうことになるものですから、という

ことを最後のコメントとして申し上げたいと思います。 

  ありがとうございました。 

（森本氏）わかりました。ありがとうございます。 

  委員長、どうもありがとうございました。 

（岡委員長）ありがとうございます。きょうおっしゃったこととも関連があるかと思いまして、

危機管理のお話をお伺いします。原子力発電所をとめて安全審査をしておりまして、これ

は年に３兆円程度失っているのですけれど。中国がイギリスに投資した額は５兆円ぐらい。

このお金があれば日本の原子力発電所をつくることができる、例えばイギリスでつくるこ

とができる。ただ、このお金は実際は民間のお金ですので、民間が投資するかどうかは、

それはまた別の問題なのですけれど。そういう意味で、何でとめてしまったのだろうなと、

ここにくるまでは思っていまして、日本全体がショック状態になったのかな。 

  当時が、何が悪かったということをお聞きしたいわけではなくて、こういうことになって

しまう国というのは、やっぱり危機管理上、非常にまずいなと思っておりまして、そうい

う意味で日本の危機管理といいますか、こういう事故のような、非常にみんながびっくり

してしまって管理ができなくなっているという、これはだから、どういうふうな教訓とし

て我々はこれを勉強したらいいのだろうという、そういう御質問なのですけれど。きょう

のお話とちょっと違うんですけれども、関連するところもあるかと思いまして、日本はこ

ういうことを、やっぱりもっと考えないといけないんだとか、そういう御意見があったら

お伺いできないかなと思ったのですけれど。 

（森本氏）全く委員長の御指摘に私は同意するものですけれど、そもそも、その危機管理とい

う考え方というのは、一般の自然災害の場合には事前に予防するというか、プリベーション

という機能と、それから、防ぐことができない、地震のようにどのみち起こると、起こった

後の被害を最小限にいかにして食いとめ、被害をもとに戻し、修復をし、能力や機能を回復

するかというミテイゲーションの２つの機能というのを合わせ持っているだろうと思います。 

  どちらに重点を置くかということは、その事態、事態によってウエートの置き方が違うと

思います。地震はたしかに事前に予防するのに膨大なお金をかける必要がありますが、しか
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し、それでも地震をとめるということができないなら、地震によって起こる被害をいかに局

限していくかということにお金をかけないといけない。火事も同様だろうと思います。 

  ただ、原子力はそうではなくて、後で被害を局限するというよりかは、むしろ、どうやっ

て事故を未然に防ぐかということに、もう恐らく努力の大半をかけないといけないので、危

機管理の一つに、予防というのと、後で起こる被害局限といいますか、その機能をどうやっ

てバランスよくウエートを置いて、その努力と予算を投入していくかということで、多分、

手段は変わっていくと思うんです。それは事態によって相当違うわけです。 

  紛争とか戦争というのは、これは予防外交といって、とにかく起こることを事前に防ぐ努

力に相当つぎ込むんですけれど、でも、人間が生きている限り紛争が起こらないということ

は保証できないので、起きたら、つまり、最低限でシーズ・ファイアというか停戦にするか

と、こういう努力を機能として、システムとして持っておくということを同時にやるわけで

すが、もともとは相手が絶対に手を出したら、さっきの抑止の議論ではないけれど、手を出

したら、出したことによって得られる利益よりも、そのことによって受ける被害の方が何十

倍も高く、合理的に考えたらとても割が合わないと本人が合理的に判断して思いとどまる、

つまり、こちらから見ると思いとどまらせるという、そういう機能を持つことによって未然

に防ぐということなのです。 

  私は、原子力というのはとにかく、後での被害極限より、むしろ、未然に防ぐという努力

をしないといけないんです。 

  けれども、周りの国でそういうのが起きたときに、それが国民と利益を守るために、被害

を局限するという手段も同時に持っておかないと、自分は絶対起こしませんで事態が済むか

というと、そうではないんだろうと思います。だから、そこをどういうふうに考えるかとい

うのは、まさにその政策上のプライオリティーの問題なのではないかと思います。 

（岡委員長）実際の福島事故では住民の認識できる健康被害はないんですけれど、非常にいろ

んな心理的・社会的影響が起こりました。その低減対策をよい教訓に集めて、まとめるこ

とも必要と考えています。 

  もう一つは、ちょっとお伺いするのがいいかどうか迷っていましたが、お伺いします。韓

国ですが、昔は北朝鮮との統一というのが韓国の指導層に随分思いがあって、この質問を

先生に伺うのがいいのかどうかというのを迷っていたのですけれど、韓国の原子力のリー

ダーだった、年配方でそういうふうにおっしゃっている方もあって。韓国の今のポジショ

ンというか、その軍事的な意味のポジションというのは、ちょっとここで伺うのは余りよ
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くないのかもしれないですが、隣国ですので、どういうふうに理解したらいいのかなとい

うのがございますが、いかがでしょうか。 

（森本氏）まず、韓国という国の国家の安全保障というのは、もちろん、その脅威が主として

北からくるということはよく知っているのですけれども、朝鮮戦争の後、まあ朝鮮戦争のと

きから既に、韓国軍はＣＦＣって、コンバインド・フォース・コマンドという米韓合同司令

部の司令官。これは在韓米軍司令官兼在朝鮮軍司令官兼米陸軍第二師団長兼在米韓合同司令

部司令官という、帽子を１人で４つかぶっている陸軍大将が、有事における指揮権を持って

いるわけです。平時における指揮権は韓国大統領が持っています。したがって、この平時に

この前の例えば８月４日の地雷が起きたときに韓国軍が対応するというのは、あれはＣＦＣ

への断りなしに韓国軍が大統領の指示によってできるのですが、有事になったら、在韓米軍

司令官を乗り越えて韓国軍が動けないようになっているんです。 

  ただし、そこに条件がありまして、それはＤＭＺの中だけなのです。だから、海域は持っ

ていないです。海域は持っていないので、在韓米軍には海軍がいないんです。陸・空軍だけ

はＣＦＣのコンバインド・フォース・コマンドの中にあって、アメリカに頭を押さえられて

いる。この指揮権を韓国が取り戻すかどうかという問題が、ずっと米韓安保の最大の案件な

のですが、何かあった場合に韓国は、国家の安全保障上の措置として、北を一挙に統合・吸

収するという手段しか、国が救われないというふうに思っていると思います。そういう意味

では、アメリカから本当のところは指揮権を早く取り寄せた方がいいのですが、アメリカが

非常に警戒的。そうすると韓国は、自分で何かを、理由をつけて、北に手を出すのではない

かということを、常にアメリカは怖がっていて、そういう意味では韓国の安全保障上、米韓

合同司令部指揮官の持っている指揮権をどういうふうにトランスファーするかということが、

実は韓国の安全保障上の一番大きなテーマになっているということだと思います。 

（岡委員長）先生方から、他にございますでしょうか。 

（中西委員）最初に化石燃料の話が出たと思いますが、ウランについても、かつて、ウラン燃

料が将来枯渇するまでにどれぐらい時間がかかるのかという表をよく見たことがあったと

思います。そこで、これから世界中でたくさん原子炉をつくるとなると、そのウラン資源

の供給面が不安になるのですが、十分量が、世界中あちこちにウランの資源は広がってい

るのでしょうか。 

（森本氏）私は細かく知りませんが、ウランの貯蔵量というのは、いわゆる化石燃料よりも相

当多く、日本もたしか備蓄２．７年分とかという、持っていまして、石油とか天然ガスとは
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比べものにならないぐらいあります。しかも、新しくウラン鉱が発見されるということもあ

るので、まだ発見されていないものがあるので、したがってウランは、ウランそのものが化

石燃料と比べると、もう恐らく、ちょっと比較できないぐらい無尽蔵にあり、かつ、資源が

非常に、資源の供給源が非常に多方面にわたっている。例えばオーストラリアとかカザフと

かカナダとかですね、中央アジアの諸国だとかアフリカだとか、いろいろなところにありま

すので、日本が手に入れるときは、さっき申し上げたように、かなり広域からウランの原材

料をイエローケーキで手に入れるということができるようになっているはず。そこは石油と

は違うということだと思います。 

（中西委員）あともう一つ、危機管理ということを、先ほど委員長もおっしゃったのですけれ

ども、外国からの危機、輸送するときの危機など原子力関連でもいろいろな危機が考えら

れると思います。国と国や国とテロ組織についても重要かと思いますが、そういう大きな

レベルとあわせて、内なる危機ということも気になります。 

  例えば航空機では操縦していたドイツ人が自殺しようとしていたということがあります。

日本でも精神的に病んでいる人がかなり多いのではとも考えられるので、内なる危機とい

うこともこれからの脅威の一つではないかと思われます。特に原子力発電所というのは海

の近くといいますか、もんじゅでも、昔ナトリウム漏れを起こす前に行ったことがあるの

ですが、非常に人里離れた寂しいところに立地されています。そこの人もいわれていたの

ですが、若い人がどのくらい居ついて楽しんでもらえるのかということが一つの問題と伺

いました。もう何十年も前からそんなことがいわれていたのですが、そういう内なるとい

いましたら少し語弊がありますが、これだけ国の内外からのいろいろなことを考えなくて

はいけない原子力発電所ということについては、もう少し内なるリスクのようなものも考

えておいた方が良いのではないかとも思われます。防衛の専門家に伺うのは少し憚（はば

か）れるのですが、先生はどんなふうにお考えでしょうか。 

（森本氏）御指摘のとおりなのですが、この分野は日本は少し遅れていると思います。例えば、

アメリカでは、原子力関係者のそういうケアというのでしょうか、よりも、つくってしまっ

た兵器を管理している人については非常に厳しく管理されていて、特別な調査機関が戦略核

兵器を運用している将校、兵士を常時観察をしていて、どういう人とつき合い、どういう生

活をし、どういう夫婦関係をやっているかは全部調べられて、システムとして調べられて、

定期的に報告をされるんですね。少し精神的におかしな人が核のボタンを自分で動かすとい

うことが決してないように、核兵器になってしまった後の管理は非常に厳しくされています。
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ただ、原発については、私はさほど詳しくありません。 

  一方、おっしゃるように日本の原発も、そういう内なる危機というのを真剣に考えないと

いけないのですが、私はそこの部分は電力会社も他の企業よりも少しは厳しくしていると思

いますが、そこまで国としてシステマティックに管理されているかどうか、つまびらかにし

ません。 

  ただし、私は防衛大臣だったので、２７万人の自衛隊員はどうしているかということにつ

いてだけは申し上げられますけれども、これは相当気をつけて、特に海外に行ったり、ある

いは国内の災害対策に直接タッチする者のメンタルなケアって非常に厳しくやっています。

特に東日本大震災は御遺体を水の中からすくう隊員が毎日こう遺体を何体もすくうと、自分

で壊れてくるわけです。もとの社会生活に戻ることができずに、自分で自殺をしていくとい

う。これはイラクだとかいろんなところに出ていった人間も見られることがあります。よく

報道に自衛隊員の自殺が多いとかということが書かれますけれども、直接に関係はなく、因

果関係が一々あるわけではありませんが、しかし、自衛隊員を海外に出す場合は宿舎の中で

過ごし、一般の町に行くとかそういうことをさせませんので、だから２４時間その中にいる

ということになるわけです。休暇中も宿営地の中にいる。私はアフリカの大使館に勤務して

いましたが、ナイジェリアですから治安が悪いので、コンパウンドといって大使館の中に住

宅を設けて、鉄格子の中に二重窓の２階建てになって、１階には誰も住まないで、２階に全

部、子供も入れて全部住ませるわけです。下からの階段は鉄格子で閉ざしてあって、家族の

安心が維持できるようにして生活しているわけです。すると、どういうことが起こるかとい

うと、日本人の場合は、中でメンタルに健康な状態で維持できる最大限度は３か月です。だ

から３か月たったら自由社会に一旦、家族共々出す。するとまたもとの状態へ戻る。つまり、

そういう定期ケアというのを常にやらないといけないので、これからお話のように原発その

もののようなものを直接維持管理する人の、いろいろなケア、これはメンタルだけではなく

ていろいろなケアというのは、システムとして定期ケアしていないといけないという問題が、

恐らく課題として挙がってくるのではないかと思います。 

（中西委員）ありがとうございました。 

（岡委員長）その他ございますか。どうぞ。 

（阿部委員）福島の事故を見ていて感じたのですけれども、あのとき自衛隊が水を運ぶとか、

いろいろやりましたよね。あのときもかなり、隊員をそういう放射能にさらされるところ

に送り込んでいいのかというのを大分議論したというように聞いていますけれども、あれ
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は米軍はちゃんとそういう、いざというときの訓練なり用意はできていると思うんですけ

れども、自衛隊の場合に、以前はそういうことを議論すると、考えているのかといわれて

また批判されたのですけれども、実際は好むと好まざるにかかわらず、そういう事態に対

応せざるを得ない事態もあり得るわけですね。これはさっき申し上げたような、破壊工作

があって放射性物質をばらまいたということもあり得るでしょうし、テロもありますしね。

あるいは事故で、出かけなきゃいかんと。 

  ということで、あれを踏まえて自衛隊では、その隊員に対して、いざというときにはそう

いう場面に行ってもらうかもしれませんというようなことの心構えの用意とか、あるいは

そういうときに着ていくべき防護服とか必要なものは、多少、今、用意ができているので

しょうか。 

（森本氏）あのときアメリカから、生物化学兵器の専門部隊が入ってきて、直接日本にずっと

駐留して、日本に必要な技術をトランスファーするということを随分やってくれましたが、

御指摘のように、これは専門部隊をきちっとつくっておく必要があるということなので、そ

れ以降、我々は放射能・化学兵器を扱う専門部隊をつくって、特別に教育訓練をして、アメ

リカに行かせたりして訓練をしています。あのときは全くその用意がなかったので、いわば

当時の北澤大臣が英断を振るっておやりになったわけですけれども、放射能を防ぐためにヘ

リコプターを飛ばすときのヘリコプターの下側に鉛を敷く時間がなかなかなくて、その鉛板

を敷くのに敷く時間分だけ遅れたわけですけれども、それでも隊員は自分が行きますという

希望者が多くて、そういう意味では経験がなかったのかもしれないですけれども、そういっ

た知識がきちっと積み上がってはいなかったので、今はそれではいけないということで、原

子力関係の専門の部隊をつくり、専門官もつくり、教育訓練をやって、何かあったときには

その特殊部隊をその直接出すというふうに、システムとしてやっていると思います。 

（阿部委員）ありがとうございました。 

（岡委員長）その他ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、長時間、森本先生、ありがとうございました。 

  ちょっと、ここで５分休憩させていただきます。ありがとうございます。 

（森本氏）ありがとうございました。 

 

（休  憩） 
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（岡委員長）それでは、再開させていただきます。 

  議題３について、お願いいたします。 

（室谷参事官）議題の３でございます。国際原子力エネルギー協力フレームワーク（ＩＦＮＥ

Ｃ）の第６回執行委員会会合結果について、岡委員長より御説明をお願いいたします。 

（岡委員長）それでは、資料３－１でございます。出張報告させていただきます。 

  １０月２２日から２３日に、ルーマニアのシナイアで開催されました、国際原子力協力フ

レームワーク（ＩＦＮＥＣ）会合に出席いたしました。 

  日程は２のところに書いたとおりでございます。 

  ３番、結果・概要です。執行委員会では日本政府代表として挨拶を行いました。ルーマニ

ア政府の周到な用意に感謝した後、本年７月に日本政府が長期エネルギー需給見通しを発

表したことを紹介いたしました。 

  東電福島事故の後、日本のエネルギー自給率は２０％から６％に低下しており、これはＯ

ＥＣＤ諸国３４か国の中で下から２番目に低いこと、２０３０年のエネルギー自給率は２

５％を目標にしていることを紹介しました。また、東電福島事故後の燃料輸入費の増加と

再生エネルギー導入のために電力料金が高くなったこと、これを低下させることを目指し

ていることを紹介しました。温暖化ガスの放出を欧米の目標並みに低下させるということ、

具体的には２０１３年度に比べて、２０３０年度は２６％の低下を目指していることを紹

介いたしました。 

  この長期エネルギー需給見通しでは、東電福島事故以前は３０％であった原子力発電の割

合を、２０３０年に２０～２２％を目指しているということ。九州電力の２基の原子炉が、

新規制基準に基づく安全審査に合格して再稼働したこと。さらに、３基の原子炉が安全審

査を終了しており、２０基は安全審査中であることを紹介しました。 

  ＩＦＮＥＣは、原子力発電を行っている国、行おうとしている国にとって、相互協力を行

うすばらしい枠組みであること。日本はＩＦＮＥＣの活動を支援し、ＩＦＮＥＣが参加国

の必要に応える成果を上げることを期待すると述べました。 

  会議では、各国のステートメントに続いて、マグウッドＯＥＣＤ／ＮＥＡ事務局長の基調

講演が行われまして、マクギニス運営グループ議長より運営グループの年次報告が次いで

ございました。さらに、ルーマニアのニークリアエレクトラ社のＣＥＯの特別講演があり、

その後、ファイナンスワーキンググループ、燃料供給サービスワーキンググループ、基盤

整備ワーキンググループの年次報告があり、２０１５年共同声明案が取りまとめられまし
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た。 

  基盤整備ワーキンググループでは、人材開発、廃止措置、放射性廃棄物処理、小型モジェ

ラー炉、ステークホルダー参加とコミュニケーションなどの検討が行われております。 

  今回の会議は、ケニアやガーナなどのアフリカ諸国を含む２９か国・機関より、６１名が

参加をしております。なお、２０１５年７月現在のＩＦＮＥＣの参加国は３４か国、オブ

ザーバーの国際機関は４機関、オブザーバー国は３１か国であります。 

  私の報告は以上であります。 

（室谷参事官）御説明ありがとうございました。 

  続いて、中西次長より御説明をお願い申し上げます。 

（中西次長）それでは、お手元の資料３－２に基づきまして、簡単に御説明をさせていただき

ます。 

  私の方は、委員長に伴ってＩＦＮＥＣの会合に出ますとともに、その前日の運営グループ

会合にも参加をしたという立場で御報告をさせていただければと思います。運営グループ

会合というのを、執行委員会に先立ちまして、その議題の整理とかいろんな議論をやると

いうことでございましたけれども、それを含めて、結果としての執行委員会の概要という

ところを説明をさせていただければと思います。 

  資料３－２の、１枚目の３ポツのところでございますけれども、結果（概要）ということ

で、冒頭、ルーマニアのタタール原子力・放射性廃棄物庁長官が来られて、いろんな形で

の歓迎の御発声を頂くとともに、この準備等々についてのいろんな各国からの賛辞が寄せ

られたということがあります。 

  我が国の方から、今、岡委員長の方から御説明がありましたような話をされたということ

と、あと、各国はいろいろと自国の原子力をめぐる状況の最近の状況というような話で、

幾つかの話を頂いたということで、とりわけ、これは個人的な話でもありますけれども、

ちょうどあのときに中国の習主席がイギリスを訪問されて、原子力の新規開発に関する中

英のいろいろな協力の具体的な話をされました。３つの原子力発電所のサイトにおいて協

力関係を進めると、まず最初はＥＰＲを２つのサイトで、３つ目は中国独自の開発の原子

炉を導入するということで合意したのだという話は、結構関係者の関心を引いていたのか

なというふうに、後のいろんな立ち話でもちょっと感ずるところがございました。そうい

うことを一般的な話として、各国がいろんな最近の状況を、報告をしたというパーツでご

ざいます。 



－35－ 

  それに引き続きまして、各、ＩＦＮＥＣの下に設けられておりますＷＧ等の活動状況につ

いて報告が行われました。特にファイナンス特別会合というものの報告におきましては、

引き続き来年の５月、６月にかけて、これはフランスの方でというふうな話になっている

と思いますけれども、原子力ファイナンス会合の計画案というのが説明されて、関係各国

の参加を促すという議論がありました。 

  その中におきましては、これは昨年のＩＦＮＥＣの会合でもありましたけれども、新しく

原子力発電所を導入しようとする国がいろんな形の、自国だけではファイナンスを準備で

きないということもありまして、世銀とかマルチのファンディング機関、そういったもの

のサポートも得ながら原子力向けファイナンスを進めたいなというような気持ちもかなり

強く持っているという状況でありまして、そういった機関の参加も是非お願いしたいとい

うような話の議論があったということと。 

  我が国からはということでございますけれども、このファイナンス特別会合を一応２０１

２年を皮切りにもう四、五回やってきておって、それぞれの会議自身はそれなりの成功を

上げておりますけれども、この段階で一つ締めくくりということもあって、中間的にこれ

までの成果は何だったのかと、更に足りないことは何なのだろうかというようなことも、

しっかりとストックテーキングしながら次に進むべきではないかというような話をさせて

いただいたというところでございます。 

  次に、２ページ目をごらんいただきまして、このＩＦＮＥＣの活動自身が、ＮＥＡがテク

ニカル・セクレタリアトとして活動をサポートするということになったわけでございます。

それを裏返しますと、従来はアメリカが中心的に活動の方向性というのは明確にしてきた

わけでございますけれども、そこから少し離れまして、各国がイーブンな立場での協力を

進めていくという枠組みにちょっと性格変えがなされたわけでございますので、今後の方

向性の議論というところにおきましてもそれに則（のっと）った形で、じゃあＩＦＮＥＣ

の付加価値って何なのだろうかと、それを具体化するための活動計画を明確にした上でそ

れぞれの活動を行う。さらに、その活動の行った結果どういうふうな成果があったのかと

いった話を、しっかりとマネージしていくべきだろうと。その際にも、従来はアメリカ中

心でいろいろとやってきたのですけれども、ここへきて、参加各国のいろんなニーズとか、

そういったものをちゃんと踏まえた形で今後の方向性、そういったことを打ち出していく

べきではないかというような話を我が国の方からさせていただきまして、アメリカ等々、

そのとおりだなというような話での支持を得たというところでございます。 
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  そういう議論を経た上で、結果、４ポツにありますように、共同声明を採択させていただ

いたということで、原文及び日本仮訳が別添の４、５にありますので御参照いただければ

と思いますけれども、ポイントといたしましては、最初の丸というのは、改めてではござ

いますけれども、原子力エネルギーが持つメリットというのが改めて確認されるとともに、

とりわけこの１２月に向けてＣＯＰ、１２月にフランスの方で２１の会合があって、気候

変動に対する国際的な関心が高まる中で、原子力が持つそのＣＯ２を排出しないという優位

性について改めて確認をしたというふうなことで、原子力の意義についての再確認が１つ

目の柱ということで、２つ目の柱といたしまして、以下、幾つかの今後の具体的なアクシ

ョン、こういうようなことで進んでいこうというような話を採択させていただいたという

状況でございます。 

  ここに大きく５点ほど書かせていただいておりますけれども、先ほどありましたように、

原子力関連のファイナンスということでは、一応来年の中ごろに原子力ファイナンス会議

を開くということで、準備を進めようということで了解を得られたと。 

  ２つ目といたしまして、従来から進めておりますけれども、使用済燃料、あるいは高レベ

ル廃棄物の多国間貯蔵の研究につきましては、もう少し多国間貯蔵という概念を明確にす

るということで、継続的に取り組もうというふうなことで、アクションを深掘りするとい

うことになりました。 

  ３つ目の話でございますけれども、原子力というのは、先ほど申し上げましたように気候

変動の緩和策としての優位性があるということでございますけれども、それをもう少し、

原子力発電を実際に導入していこうとしたときに、いろんなステークホルダーの理解増進

ということに対しての広報活動の重要性を、基盤整備ワーキンググループの方で引き続き、

どのような形でＰＲをやっていったらいいのかということについて更なる取組を進めてい

こうというような話になってございます。 

  ４点目でございますけれども、先ほど冒頭にも少し触れましたけれども、ＩＦＮＥＣのマ

ネージのやり方ということでございますけれども、従来の活動を体系的に見直して、優先

順位をつけ、成果物の具現化のための提案といったものを、もう少し、どうやってマネー

ジをしていくのかというふうなことでのアクションを少し深掘りしようじゃないかという

ことで、そのプロセスに当たっては参加国のニーズも明確に取り込もうというふうな話に

なってございます。 

  それと、これも今のお話に連なったような話でございますけれども、先ほど、前日に行わ
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れたと申し上げましたけれども、運営グループにおきまして、毎年のワークプランという

のをちゃんとつくった上で、しっかりとした形でマネージしていきましょうということで、

そこについてはもう少し事務的な形で中身を詰める。さらに、そのワークプランに応じて、

どれぐらいの事務局費用が必要なのかといったことも当然出てまいりますし、それをどう

参加国の拠出の中で賄うのかといったことも含めて、ちゃんとした計画があって、それを

予算化し、それをどういうふうに各国が支援するのかという一連のＰＤＣＡが回るような

形の管理をしていこうというようなことで、一応執行委員会としては採択をしたと、次の

アクションについての採択を行ったということです。 

  最後に、正式な回答ということではないんですけれども、次の会合はアルゼンチンが開催

しますというような方向で、予算的な措置がまだ１００％オーケーとなっていないので、

引き続き調整という言葉がありますけれども、アルゼンチンの方からそういう方向で、是

非来年はアルゼンチンで行いたいというふうな一応表明が行われたというふうなことでご

ざいます。 

  簡単でございますけれども、以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、阿部委員より、御質問ございましたらお願いいたします。  

（阿部委員）ちょっと私は余りこの会議をよく知らなかったのですけれども、これは執行委員

会ということは、その上に総会か何かがあるのですか。 

（岡委員長）それはないですね。 

（中西次長）執行委員会が一番上の。 

（阿部委員）一番上の。 

（中西次長）なっております、はい。 

（阿部委員）本部というのは、どこかにあるんでしたかね。 

（中西次長）これも基本的に従来はアメリカのイニシアチブで進んだ話でございまして、実質

的にアメリカ政府が全部その事務局をやっていたのですけれども、昨年から、その、もう

少しこれを各国の、本当の協力の上でやっていこうということで、正式な常設の事務局は

置かないと。しかしながらそれを、その事務的な、技術的な事務局ということで、ＮＥＡ

が一部委託を受けてその役割を果たそうということになっているという状況です。 

（阿部委員）それで、来年の会議は２０１６年、来年開くと。先に予算がどうのとおっしゃい

ましたが、これは組織としての経費は分担金とか、そういう方式ですか。それとも、みん
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な手弁当で集まる方式なのでしょうか。 

（中西次長）まさに先ほど申し上げました、ＮＥＡの方に事務局機能を委託するというところ

については、各国が、これはボランタリーにということではありますけれども、拠出をす

るということと、この毎年行います執行委員会の会議の開催に伴っての委員会のコントリ

ビューションとしての主催、ホスト国は、自らその予算は自分で確保するということでご

ざいまして、そこについては、まだアルゼンチンは国内の予算の了承が得られていないの

で正式にはコミットできない、しかしながら作業の準備はもう進めていますという話でご

ざいます。 

（阿部委員）委員長に質問なのですけれども、この最初の御挨拶でお話しした中で、日本のエ

ネルギー計画について、「温暖化ガスの放出を欧米の目標並みに低下させる」とあります

けれども、私の浅はかな知識では、日本の二酸化炭素排出量は既にかなり欧米各国よりも

低い、パー・キャピタあるいはパー・ＧＮＰで計算するとですね、低いと思ったのですけ

れども、それをまたそのただ、アメリカなどは物すごい高いですよね。それをその「並」

にするというのは、一体どういうことをここではおっしゃったのでしょうか。 

（岡委員長）これは、この間のエネルギーの長期計画に書いてあることを御紹介をしたのです

けれど。私の個人的意見ではなくて、これは国の代表としての意見ですので。先生の御質

問は、既に下がっているところを、また下げたいのはどういうことかと、そういう御意見

ですね。 

（阿部委員）何となく「並」にするというのは、要するに、例えば隣の国が５であれば、それ

に近いところに持っていくのが「並」ですよね。私は、たしかアメリカは日本のパー・キ

ャピタで２倍以上炭酸ガスを出しているんじゃないかと思うんですけれども、それを「並」

にするのは余り意味がないような気がするんですけれども、これはどういう意味なのです

かね。 

（岡委員長）これは各国の目標ですから、まあ、中西さん。 

（中西次長）これは多分、明確にここまで詳しく書いていないんですけれども、各国、欧米諸

国の間では、２０５０年をめどにすれば２度アップに抑えましょうというふうな、これは

共通の一応大きな目標がありましてですね。それは、私、正確ではちょっとないところも

あるかもしれませんが、例えばＣＯ２、５０％にしましょうと、かなり長期的な目標として

はみんなアグリーですというようなことは共通のものとしてあって、それを前提にして、

じゃあ各国は今、足元からどれぐらい、例えば２０２０年以降１０年間の間にどれぐらい
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削減しますかというのは、更に各国が明確なアディショナルなコミットをする。日本の場

合、マイナス２６％にＣＯ２を削減しますよとか、そういった話がなされているという意味

での、この「欧米並み」という、そういう趣旨で書かれているんだと私は思っておるとこ

ろでございます。 

（阿部委員）パリの、あれは（ＣＯＰ）２１でしたかね、あの会議に向けて、各国がまさに追

加的に削減するのを幾らにするかというのをパーセンテージで発表して、何となくこの美

人コンテストみたいに、私の方がいいんだと、こういって競っています。それで、それを

ごまかすために基準年を動かしたり、何かいろいろやっているんですけれども、そういう、

それをみんなと同じぐらいにしましょうと、こういうことをここでいっているんですかね。 

（中西次長）そういった意味で、足元からの具体的な個の数字をいっているということではな

くてですね。かなり超長期、長期的なという意味での話であるということでございますし、

まさに先生御指摘のように、この問題、交渉の問題というのは、日本はかなり下がってい

るといいつつも、例えば中国とか、いろんな途上国の議論は、逆にいうと自分たちはまだ

歴史的に見れば出していないんだと。逆にいうと、先進国の方がいっぱい出しただろうと

いうことで、やっぱり対先進国と対途上国の議論が全然違うというようなことがあります

ので、先生御指摘のようなことは常に出てくる話ではありますけれども、ここでは余り、

具体的にはそこまでの精度ではないということです。 

（阿部委員）中西先生の、運営グループの議論の中で、各国から次回会合に世銀などの出席を

促したいという発言があったということなのですけれど、私の記憶するところでは、世銀

はたしか原発には金つけないのではなかったですかね。それで、呼ぶというのは、それは

どういう意味があるのでしょうか。 

（中西次長）明確に、原発に対してはということを禁止しているとは、たしか私は認識はして

いないんですけれども、実際はいろんな環境面での配慮とか、逆にいうとその中でのいろ

んなルールを決めるときに、いろんなプロセスを経るということがあると、現実問題、原

子力発電所はノーとはいわれないと。例えば石炭発電所も駄目なのですね、世銀の場合は。

トランスミッションラインまではいいんだけれども、その先の設備は駄目だというような

ことがありまして、かなり厳しいということですけれども、途上国からいうと他に頼ると

ころがないということで、アジア開銀にも、そうしたアジア開銀とか世銀をもうちょっと

この場に引っ張り出して、原子力はこんなに環境面で貢献するんだというようなことを理

解してもらった上で、そのバリアを乗り超えるような議論をしていくべきではないかとい
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うのがあったということです。 

（阿部委員）来年、原子力ファイナンスの会議をやろうということが決まったようですが、こ

れも大事な会議だろうと思いますが、特に最近の情勢ですと、日本のメーカーさんなどが

原発を輸出したいというところが、競争相手は原発を輸出するだけじゃなくてファイナン

スもつけましょうということで出てくるので、こうなるとなかなか日本のメーカーさんは

太刀打ちできないということがあるので、そのあたりがどんどんファイナンスをつけても

らうのがいいという議論になるのか、それとも競争条件を同じにしましょうという議論に

なるのか。あるいは、既にいろんな議論はあると思いますけれども、それはどんな感じな

のでしょうか。 

（中西次長）この会議で直接の議論があったわけではないんですけれども、一応ＯＥＣＤの間

では、原子力のファイナンスに対する公的機関の条件は一応足並みをそろえましょうとい

うルールがあります。しかしながら今、現場のマーケットでは、例えば中国とかロシアと

か、そのＯＥＣＤグループではない、逆に条件に縛られないような、ファイナンスをつけ

ながらビジネスがされているというのも現状ありますので、ちょっとすみません、それは

話はちょっと別ですけれど、どちらかというとここでの関心事項は、新興国とか途上国が、

要は国内に十分なファイナンスをしてくれるところがないといったときに、そのマルチの

そういう信用、許容してくれる人たちが、唯一の供給源だということで、そこらあたりを

もう少し関心を持ってもらおうじゃないかという議論を今したいということになっており

ます。 

  だから日本の場合はもう、そのＪＢＩＣさんとかＮＥＸＩさんの貿易保険とか、いろいろ

な形で、本当に出そうと思ったら、そういったサポートするツールとしては一応ある。そ

ういう国は、まあ、まれだということだと思います。 

（阿部委員）ありがとうございました。 

（岡委員長）中西先生、いかがでしょうか。 

（中西委員）どうもありがとうございました。少し基本的なところですが、これは毎年ずっと

開かれているようなのですが、第６回ということは６年前にできたということなのでしょ

うか。 

（中西次長）はい。この活動自身は、先ほど申し上げましたけれどアメリカのイニシアチブな

のですけれども、実際はもうこの前身が、ＧＮＥＰという、またちょっと違う活動もあっ

て、それを入れるともうかなり長い間やっていますけれども、このＩＦＮＥＣという形に
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なったのがちょうど６年前からと、それが毎年やっていただいているという状況です。 

（中西委員）そうしますと、今回の共同声明の概要というのは、ファイナンスの話とか使用済

燃料、高レベル、それから気候変動とかニーズをということですが、それらは今年特有の

ものだと考えてよろしいのでしょうか。 

（中西次長）ありがとうございます。まさに、その今年特有だというのが、その２枚目の、共

同声明の概要のところに、一番、「低廉で安定的なエネルギー源」というところのフレー

ズに「加えて」とありますけれども、まさにこのＣＯＰ２１が１１月末からパリで開かれ

て、２０２０年以降の新しい枠組みを決めようと。そういったときに、将来、今までは、

グリーンの人たちからいうと原子力発電所はピュアなグリーンのエネルギーではないとい

うことだけれども、いやいやと、ＣＯ２を出すという意味では、そういった意味はあります

というふうなことをもう少し認識をちゃんと高めてもらうということで、ここにちょっと

書き込ませていただいているということは、そこがちょっと一つの今年のユニークなとこ

ろ。 

（中西委員）それから、岡委員長が福島を受けてというふうなこともお話しされているのです

が、安全性のこととかは余り共同声明に入ってこなかったのでしょうか。 

（中西次長）もう、もちろん、ここに参加されている方は安全性、安全が第一だというのは認

識されておりますけれども、こちらは、どちらかというと利用すると、推進するというと

ころで、なおかつ、その今後新しく原子炉を導入しようとしている国に対して、例えばそ

の原子力賠償制度の各国いろんな制度がありますよという説明とか、例えばＰＲするとき

はどういうふうなことをやったらいいのか、人材育成はどういうふうなやり方がいいのか

という議論をやりながら、広い意味でのキャパシティビルディングもあわせてやってあげ

ようという感じになっているのが、この位置づけだと思っております。 

（中西委員）どうもありがとうございました。 

（岡委員長）よろしいでしょうか。その他はありませんでしょうか。 

  それでは、どうもありがとうございました。 

  それでは、４つ目の議題について、事務局から御説明をお願いします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。４つ目の議題、その他案件でございます。 

  今後の会議予定について御案内申し上げます。次回第４０回原子力委員会の開催につきま

しては、１１月１３日金曜日、１０時から、中央合同庁舎４号館１２階１２０２会議室を

予定しております。議題といたしましては、原子力利用の「基本的考え方」について、東
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京大学大学院教授の山口彰氏より御意見を伺う予定でございますので、御案内を申し上げ

ます。 

  以上でございます。 

（岡委員長）その他、委員から何か御発言ございますでしょうか。 

  それでは、御発言がないようなので、本日の委員会はこれで終わります。 

  ありがとうございました。 

－了－ 




